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(単位：千円)

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

Ⅰ.流　動　資　産 ［ 45,209,019 ］ Ⅰ.流　動　負　債 ［ 22,351,425 ］

現 金 及 び 預 金 14,576,302 買 掛 金 2,788,678

売 掛 金 21,483,640 リ ー ス 債 務 160,543

契 約 資 産 4,043,696 未 払 金 1,309,982

商 品 371,961 未 払 費 用 9,248,789

仕 掛 品 7,720 未 払 法 人 税 等 1,360,000

貯 蔵 品 9,060 未 払 事 業 所 税 64,690

リ ー ス 投 資 資 産 99,633 未 払 消 費 税 等 99,587

前 払 費 用 1,234,245 契 約 負 債 851,982

前 渡 金 2,838,000 預 り 金 152,831

未 収 入 金 540,342 前 受 収 益 5,320

差 入 保 証 金 3,872 前 受 金 2,580,000

そ の 他 563 賞 与 引 当 金 3,427,018

貸 倒 引 当 金 △ 20 受 注 損 失 引 当 金 76,992

仮 受 金 7

そ の 他 224,999

Ⅱ.固　定　資　産 ［ 28,351,235 ］ Ⅱ.固　定　負　債 ［ 6,382,248 ］

１.有形固定資産 ( 11,841,282 ) リ ー ス 債 務 691,241

建 物 7,257,772 退 職 給 付 引 当 金 4,887,171

構 築 物 14,524 資 産 除 去 債 務 803,835

機 械 装 置 4,170

車 両 運 搬 具 0

器 具 及 び 備 品 1,419,085

土 地 898,590

リ ー ス 資 産 753,980

建 設 仮 勘 定 1,493,158 負　債　合　計 28,733,673

２.無形固定資産 ( 4,839,822 ) （純　資　産　の　部）

借 地 権 841 Ⅰ.株　主　資　本 ［ 43,334,892 ］

ソ フ ト ウ ェ ア 3,351,172 資 本 金 ( 6,059,356 )

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 1,487,807 資 本 剰 余 金 ( 6,563,144 )

電 話 加 入 権 0 　　資本準備金 6,563,077

　　その他資本剰余金 66

利 益 剰 余 金 ( 30,712,391 )

３.投資その他の資産 ( 11,670,130 ) 　　利益準備金 301,508

投 資 有 価 証 券 4,067,208 　　その他利益剰余金 ( 30,410,883 )

関 係 会 社 株 式 2,344,973 　　　　別途積立金 10,300,000

従 業 員 長 期 貸 付 金 4,947 　　　　繰越利益剰余金 20,110,883

長 期 前 払 費 用 620,870 Ⅱ.評価・換算差額等 ［ 1,491,689 ］

敷 金 及 び 保 証 金 1,270,983 その他有価証券評価差額金 2,182,993

長 期 預 け 金 217,000 土 地 再 評 価 差 額 金 △ 691,304

繰 延 税 金 資 産 1,991,573

前 払 年 金 費 用 1,114,527

そ の 他 38,046 純　資　産　合　計 44,826,581

73,560,255 負債純資産合計 73,560,255資　産　合　計

貸　借　対　照　表

（2025年9月30日現在）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
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(単位：千円)

Ⅰ売上高 68,172,717

Ⅱ売上原価 53,881,846

売上総利益 14,290,870

Ⅲ販売費及び一般管理費 11,164,303

営業利益 3,126,567

Ⅳ営業外収益

受取利息 18,725

受取配当金 297,874

保険配当金 7,613

為替差益 3,887

その他 48,968 377,069

Ⅴ営業外費用

支払利息 8,730

その他 991 9,721

経常利益 3,493,915

Ⅵ特別利益

投資有価証券売却益 2,073,883

その他 120 2,074,004

Ⅶ特別損失

固定資産除却損 49,434

減損損失 21,698

本社移転関連費用 326,121 397,254

税引前当期純利益 5,170,665

法人税、住民税及び事業税 1,653,762 0

法人税等調整額 △ 115,889 1,537,873

当期純利益 3,632,791

損　益　計　算　書
 自　2024年10月1日 

至　2025年9月30日
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(単位：千円)

別途積立金 繰越利益剰余金

6,059,356 6,563,077 66 6,563,144 301,508 10,300,000 17,460,112 28,061,620 40,684,121

剰余金の配当 △ 982,020 △ 982,020 △ 982,020

当期純利益 3,632,791 3,632,791 3,632,791

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

－ － － － － － 2,650,771 2,650,771 2,650,771

6,059,356 6,563,077 66 6,563,144 301,508 10,300,000 20,110,883 30,712,391 43,334,892

2,776,599 △ 691,304 2,085,295 42,769,416

剰余金の配当 △ 982,020

当期純利益 3,632,791

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

△ 593,605 － △ 593,605 △ 593,605

△ 593,605 － △ 593,605 2,057,165

2,182,993 △ 691,304 1,491,689 44,826,581

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期末残高

評価・換算差額等

純資産合計

当期変動額

当期変動額合計

当期首残高

その他利益剰余金

利益剰余金合計

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

株主資本等変動計算書
　 　   自　2024年10月1日 
　　   至　2025年9月30日

-　3　-
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(１)有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 ･････ 移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの ････ 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

市場価格のない株式等 ･･････････････ 移動平均法による原価法を採用しております。 

(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 ・ 仕 掛 品 ････････････････個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。 

貯   蔵   品 ････････････････先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） ･････ 主として定率法を採用しております。 

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに

構築物については、定額法を採用しております。 

また、千葉情報センターの建物及び構築物についても定額法

により償却しております。 

なお、主な耐用年数は、建物６～50年、機械装置５～８年、

器具及び備品3～15年であります。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） ････ 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（２年～５年）に基づく定額法及び旧定額法、それ以外の無

形固定資産については５年の定額法を採用しております。 

(3)リ ー ス 資 産 ･･･････ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ

いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(1)貸 倒 引 当 金          ････････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞 与 引 当 金 ･･･････････ 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の賞与支給見込

額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

(3)受注損失引当金 ･･･････････ 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末におけ

る受注契約のうち、将来の損失発生が見込まれ、かつ、当該損

失を合理的に見積ることが可能なものについては、翌事業年度

以降の損失見込額を計上しております。 

(4)退職給付引当金 ･･････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し、年金資産の額が

退職給付債務を超える場合には前払年金費用に計上しておりま

す。数理計算上の差異は、発生年度に全額費用処理しておりま

す。 
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４．収益及び費用の計上基準 

受注制作のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の計上基準 

当社では、主にソフトウェア開発・運用・保守、情報処理・アウトソーシングサービス、シス

テム機器等の販売を行っております。 

ソフトウェア開発・運用・保守、情報処理・アウトソーシングサービスにおいては、プロジェ

クトの進捗に応じて履行義務を充足していくと判断しております。そのため、期末日における見

積総原価に対する実際原価の割合に基づくインプット法を使用して進捗度を合理的に見積り、収

益を認識しております。受注金額及び原価総額の見積りに変更が生じる可能性がある場合、随時

見積りの見直しを行っております。また、進捗度を合理的に見積ることができないが、履行義務

を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収益を

認識しております。 

時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断したサービスにおいては、契約期間にわたり、

顧客との契約において約束された金額を契約に基づき按分して収益を認識しております。 

また、工数や作業量等に基づき履行が完了した部分の対価を顧客から受け取る権利を有してい

る場合には、請求する権利を有している金額で収益を認識しております。 

システム機器等の販売においては、製品を顧客へ引き渡し後、顧客が検収した時点で履行義務

が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等

の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２

項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による

計算書類への影響はありません。 

（会計上の見積りに関する注記） 

総原価の見積りに基づくインプット法による収益認識及び受注損失引当金 

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額 

受注損失引当金                                               76,992千円 

インプット法に基づく売上高（当事業年度末進行中に係る売上高）  8,992,370千円 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社が受託するソフトウェアの開発等について、履行義務の結果を合理的に測定できる場合は、

見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出し、その進捗率に基づいて一定期間

にわたり収益を認識しております。見積総原価は、各決算日時点における受注契約ごとの仕様、

遂行体制、納期、進捗状況等に基づき、作業内容や工数を主要な仮定として見積っております。

また、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積ることが可

能なものについては、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額について、受注損失引当金を計

上しております。当社のソフトウェア開発等は、仕様や業務内容が顧客の要求に基づき定められ

ております。契約ごとの個別性が強く、顧客要望の高度化、案件の複雑化や完成までの事業環境

の変化等によって、当初見積り時には予見不能な作業工数の増加により総原価の見積りが変動す

ることがあります。総原価の見積りが大幅に変動した場合には、当社が認識する収益、受注損失

引当金及び売上原価に影響を与える可能性があります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額       16,498,982千円（注） 

（注） 上記金額には減損損失累計額33,492千円を含んでおります。 

２．関係会社に対する金銭債権及び債務   

短期金銭債権                        210,191千円 

長期金銭債権                        217,000千円 

短期金銭債務                        172,230千円 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高  

営業取引による取引高 

売上高 

顧客との契約から生じる収益の額       987,510千円 

上記以外の収益の額               － 

仕入高                1,277,790千円 

販売費及び一般管理費            217,377千円 

営業取引以外の取引による取引高         135,408千円 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数  19,542,693株 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額等 

     2024年12月18日開催の第55回定時株主総会決議による配当に関する事項 

（ｲ）配当金の総額               571,623千円 

（ﾛ）配当の原資              利益剰余金 

（ﾊ）１株当たり配当額             29.25円 

（ﾆ）基準日                  2024年 9月30日 

（ﾎ）効力発生日                2024年12月18日 

     2025年5月8日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

（ｲ）配当金の総額                 410,396千円 

（ﾛ）１株当たり配当額                  21.00円 

（ﾊ）基準日                   2025年3月31日 

（ﾆ）効力発生日                 2025年5月20日 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

     2025年12月17日開催予定の第56回定時株主総会において付議予定の配当に関する事項 

（ｲ）配当金の総額                 1,529,215千円 

（ﾛ）配当の原資                利益剰余金 

（ﾊ）１株当たり配当額                 78.25円 

（ﾆ）基準日                    2025年9月30日 

（ﾎ）効力発生日                2025年12月17日 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な安全性の高い金融資産を中心に行っております。 

売掛金に係る顧客の信用リスクに対しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、主な取引先の信用状況を随時把握する体制をとることでリスクの低減を図っております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、リスク軽減に努めております。 

敷金及び保証金は主に事業所の賃借に伴う敷金及び保証金であります。これらは差入れ先の信

用リスクに晒されておりますが、賃貸借契約に際し差入れ先の信用状況を把握するとともに、適

宜差入れ先の信用状況の把握に努めております。 

買掛金は、１年以内の支払期日であります。買掛金は流動性リスクに晒されておりますが、月

次で資金計画を作成するなどの方法により管理しております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額2,634,800千円）は、「その他有価証券」

には含めておりません。また、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」については、現金で

あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を

省略しております。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

    

(1)投資有価証券    

その他有価証券 3,777,381 3,777,381 － 

(2)敷金及び保証金 1,270,983 835,444 △435,539 
    

 

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定

した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

（1)時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：千円） 

 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

 その他有価証券 

   株式 

 

 

3,777,381 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

3,777,381 
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（2)時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

（単位：千円） 

 
時価 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 
     

敷金及び保証金 － 835,444 － 835,444 
     

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券･････上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市

場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しており

ます。 

敷金及び保証金････これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、市場金利等を加味した利

率で割り引いた現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分

類しております。 
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（収益認識に関する注記) 

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当事業年度（自 2024年10月１日 至 2025年９月30日） 

（単位：千円） 

 ITサービスセグメント 
合計 

システム開発 アウトソーシングサービス 

官公庁 1,513,141 693,872 2,207,013 

金融・カード 28,264,020 22,141,610 50,405,631 

一般産業 9,039,226 6,520,845 15,560,071 

外部顧客への売上高 38,816,389 29,356,328 68,172,717 

うち、顧客との契約

から生じる収益 

38,816,389 21,063,472 59,879,861 

その他の収益（注） - 8,292,856 8,292,856 

（注）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づくリース

収益であり、金融・カード8,157,706千円、一般産業135,149千円であります。 

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記)４．

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

３. 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

（1）契約資産及び契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 当事業年度 

期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 9,220,419  10,459,303 

上記以外の債権（リース） 14,194,339  11,024,336 

売掛金残高 23,414,758 21,483,640 

契約資産 3,666,236 4,043,696 

契約負債 620,506 851,982 

顧客との契約から生じた債権以外の債権は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基

準」に基づく債権であります。 

契約資産は、主に顧客との請負契約等について期末日時点で履行義務を充足しているが未請求

の財又はサービスに係る対価に対する当社の権利に関するものです。契約資産は、対価に対する

当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。 

契約負債は、主に、保守サービス契約に基づき顧客から受領した前受金及び前受収益で、翌事

業年度以降に充足する履行義務に対応するものです。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩され

ます。 

当事業年度に認識した収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、557,182千

円であります。 

また、過去の期間に充足した履行義務から当期に認識した収益の額に重要性はありません。 

（2）残存履行義務に配分した取引価格 

当社では残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の簡便法を適用し、当初に

予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。当残存履行義務

に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 当事業年度 

1年以内 4,869,708 

1年超 985,335 

合計 5,855,043 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

受注損失引当金否認                       23,575千円 

賞与引当金否認            1,049,353千円 

商品販売原価否認              42,035千円 

未払社会保険料否認                    163,751千円 

未払事業税               100,127千円 

退職給付引当金否認          1,537,857千円 

資産除去債務              253,368千円 

減価償却費否認             116,120千円 

減損損失否認                5,615千円 

その他有価証券評価損否認                 27,408千円 

その他有価証券連結納税時価評価益       356,116千円 

その他                   238,164千円 

繰延税金資産 小計            3,913,494千円 

評価性引当額              △442,999千円 

繰延税金資産 合計                     3,470,494千円 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する除去費用    △217,151千円 

前払年金費用             △351,299千円 

その他有価証券評価差額金         △881,047千円 

土地連結納税時価評価損          △20,631千円 

その他有価証券連結納税時価評価損  △8,792千円 

 

繰延税金負債 合計          △1,478,921千円 

 

繰延税金資産（負債)の純額             1,991,573千円 

 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 

「所得税法等の一部を改正する法律(令和７年法律第13号)(令７改正法）」が2025年3月31日に公

布、防衛特別法人税が創設され、2026年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き上

げ等が行われることとなりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、前事業年度の

計算において使用した30.62%から、2026年10月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異については31.52%に変更となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は15,823千

円増加し、法人税等調整額が35,580千円 、その他有価証券評価差額金が19,756千円、それぞれ減

少しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－11－ 
 

（関連当事者との取引に関する注記） 
（単位：千円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）の割合 
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

その他の 

関係会社 

の子会社 

三菱UFJニコス㈱ － ソフトウェア開発業務の受託等 

ソフトウェア

開発業務 

（注1) 

15,315,349 
売掛金 

契約資産 

3,492,396 

288,635  

その他の 

関係会社 

の子会社 

㈱三菱UFJ銀行 － ソフトウェア開発業務の受託等 

ソフトウェア

開発業務 

（注1) 

7,512,502 
売掛金 

契約資産 

1,278,564  

129,837 

その他の 

関係会社 

の子会社 

三菱UFJｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ 

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ 
－ ソフトウェア開発業務の受託等 

ソフトウェア

開発業務 

（注1) 

9,236,016 
売掛金 

契約資産 

1,299,892 

957,810 

その他の 

関係会社 

の子会社 

三菱UFJﾌｧｸﾀｰ㈱ － ソフトウェア開発業務の受託等 

ソフトウェア

開発業務 

（注1) 

4,569,423 
売掛金 

契約資産 

852,657 

649,935 

親会社 ㈱三菱総合研究所 
被所有  

直接80％ 

ソフトウェア開発、アウトソー 

シングサービスの受託、調査・ 

コンサルティング業務等、  

資金の貸付、役員の兼任 

資金の貸付・

回収 

（注2） 

6,000,000  ― ― 

取引条件等 

（注1) 取引条件については、市場実勢を参考に、個別交渉の上決定しております。 

（注2) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担

保の受け入れは行っておりません。 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額        2,293円77銭 

１株当たり当期純利益      185円89銭 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

（その他の注記） 

（土地再評価差額金に関する注記） 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

（1)再評価の方法･･････････土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める路線価に基づき合理的な調整を行って算

定しております。 

（2)再評価を行った年月日 2002年３月31日 

（3)再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額△209,061千円 
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